【様式２】

京都市配食サービス事業者の募集に係る書類
１　法人の概要

	①法人名及び代表者名
	

	②法人の所在地
	

	③法人の理念
	

	④当該事業における理念及び運営方針
	

	⑤配食サービスを行う施設の名称　及び
所在地
	

	⑥配食サービス実施状況
（配食地域，配食数及び利用者数等）
	

	⑦本市での受託実績及び他都市での受託実績（配食地域，配食数，利用者数及び受託期間等）
	

	⑧老人福祉法第５条の３に規定する老人福祉施設の運営実績
	


【注】　配食サービスの実施状況については，現在及び過去の実施状況を記載すること。

【添付資料】
○法人登記簿謄本（現在事項全部証明書）の写し

○法人又は施設パンフレット
○食品衛生法第５２条の許可を受けていること又は京都市食品衛生法施行細則第１６条に規定する届出をしていることを証明するもの（保健センターにおける食品衛生営業関係証明書交付請求書により発行可）
○直近１年間において食品衛生法に基づく営業停止等の行政処分を受けていないことの証明書（保健センターにおける食品衛生営業関係証明書交付請求書により発行可）
○納税証明書
○決算書（資金収支計算書，事業活動収支計算書，貸借対照表，財産目録及びその他決算に関する書類等）の提出及び別紙の記入
２　希望する配食地域
	①希望する学区及び地域
	

	②配食エリア（学区及び東西南北の通り等）
	


【添付資料】
○配食エリアの地図

３　職員体制等
	①事業責任者及び事業に関わる職員
（人数，職名及び氏名）
	

	②事業に関する職員研修実績及び計画
	


【注】　事業に関わる職員については，全ての職員（ボランティア，協力員等の施設外の職員を除く）について記載すること。

【添付資料】
○職員研修実績書及び計画表
４　調理

	①調理施設の所在地及び名称
	

	②調理責任者，栄養士，調理師及びその他調理担当職員等（人数，職名及び氏名）
	

	③献立の作成者（人数，職名及び氏名）
	

	④１回の調理可能食数
	

	⑤現在の１回の稼働食数
	

	⑥お粥，刻み食等の特別な調理の実施状況
	

	⑦治療食の実施状況
	

	⑧調理業務の委託の有無（有の場合は，委託先事業者名，事業者所在地及び委託内容）
	


【添付資料】
○１週間の献立表
※　献立に使用する食材名，数量及び栄養素（エネルギー量，たんぱく質，塩分，肥質等）を記載すること。
○利用者に配布する献立表
○調理業務を委託している場合は，委託先との委託契約書の写し
５　実施日

	①事業実施日
	


【注】　国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び　　１２月２９日から翌年１月３日までの日を除き，週５日以上，配食サービスが実施できること。

６　配達方法

	①配達責任者，配達員及びその他配達担当職員（人数，職名及び氏名）
	

	②食事の配達時間
	

	③配送車
（車両ナンバー，台数及び保温保冷機能）
	

	④配達までの保冷又は保温方法
	

	⑤利用者留守時の食事保管方法
	

	⑥配達業務の委託の有無（有の場合は，委託先事業者名，事業者所在地及び委託内容）
	


【注】　配達時間については，概ね午前１１時から午後１時までの時間であること。

【注】　利用者留守時の食事保管方法については，保冷又は保温状態や保管場所等を記載すること。

【添付資料】
○配達業務を委託している場合は，委託先との委託契約書の写し
７　安否確認

	①通常の安否確認の方法
	

	②利用者に異常があった場合の連絡体制
（不在時の場合，緊急時の場合）
	

	③利用者に異常があった場合の職員体制
（人数，職名及び氏名）
	


【添付資料】
○安否確認及び緊急時等の対応マニュアル

８　業務マニュアル

	①業務マニュアルの有無
	


【添付資料】
○業務マニュアル（ある場合のみ）
※　その他，「調理・配達等の各部門別の業務分担，作業手順及び留意事項」及び「配食サービスにおける１日の流れ」等の配食サービス業務における取り扱いが分かる書類があれば添付すること。
９　利用料

	①利用料金（１食当たり）
	

	②徴収方法
	


【注】利用料金は１食当たり５００円を上限とすること。
１０　衛生管理体制
	①事業の衛生管理責任者及びその他衛生管理に係る担当者（人数，職名及び氏名）
	

	②食中毒等の感染症発生時の対応方法
	

	③食中毒等の感染症拡大防止の取組状況
	

	④衛生管理規程等の規程の有無
	


【注】　「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について」（平成９年６月３０日，衛食第２０１号厚生省生活衛生局食品保健課長通知）及び「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成９年３月２４日衛食第８５号）に基づき，衛生管理体制について記載すること。

【添付資料】
○食中毒等の感染症発生時の対応マニュアル（ある場合のみ）
○衛生管理規程等（ある場合のみ）
※　その他，食中毒等の感染症発生時の対応及び衛生管理に関する取り扱いが分かる書類があれば添付すること。
　　（別紙）
直近（２年分）の決算書類から，指定の数値を下表に記入してください。
（１）事業活動収支計算書
	
	平成　　年度
	平成　　年度

	①
	事業活動収入
	円
	円

	②
	事業活動支出
	円
	円

	③
	事業活動収支差額
	円
	円

	④
	当期活動収支差額
	円
	円

	⑤
	次期繰越活動収支差額
	円
	円


（２）損益計算書
	
	平成　　年度（前々期）
	平成　　年度（前期）

	①
	売上高
	円
	円

	②
	売上原価
	円
	円

	③
	販売費及び一般管理費
	円
	円

	④
	営業利益
	円
	円

	⑤
	当期利益
	円
	円

	⑥
	当期未処分利益
	円
	円


（３）貸借対照表
	
	平成　 年度末（前々期末）
	平成　 年度末（前期末）

	①
	純資産（又は資本）
	円
	円

	②
	負債
	円
	円

	③
	①／（①＋②）
	％
	％

	④
	流動資産
	円
	円

	⑤
	（流動資産の内）現金預金
	円
	円

	⑥
	流動負債
	円
	円

	⑦
	④／⑥
	％
	％


　※③，⑦は小数点第２位を四捨五入
（４）借入金の状況
	借入先
	平成　　年度（前期）返済額
	平成　　年度末（前期末）残高
	備考

	
	円
	円
	条件変更有

	
	円
	円
	条件変更有

	
	円
	円
	条件変更有

	
	円
	円
	条件変更有

	
	円
	円
	条件変更有

	合計
	円
	円
	条件変更有


　※　過去２年以内に条件変更（返済額の減額・据置，返済期間の延長）等を行っているものは，備考欄に「条件変更有」に○を記入してください。
